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平成２８年労第２１号    

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による療養補償給付を支給し

ない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月、Ａ所在のＢ整骨院（以下「事業場」という。）に雇

用され、柔道整復師・鍼灸師として就労していた。 

請求人によれば、平成○年○月○日、事業場の駐車場において車を運転中、車

をバックさせたときにポールにぶつかる自損事故（以下「本件事故」という。）

で負傷したという。 

請求人は、同年○月○日、Ｃ医院に受診し「頚椎捻挫、腰部打撲傷」（以下「本

件傷病」という。）と診断された。 

請求人は、本件傷病は業務上の事由によるものであるとして、監督署長に療養

補償給付を請求したところ、監督署長は、請求人に発症した本件傷病は業務上の

事由によるものとは認められないとして、これを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだもので

ある。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 
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（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、請求人に発症した本件傷病が業務上の事由によるものであると認

められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、災害発生状況及び受診経過について､要旨､｢平成○年○月○日､事

業場駐車場において車をバックさせているときにポールに衝突し、頚部と腰部

を負傷した。」、「事故当日、労災で受診したいことを事業主に伝えたが、『仕事

中はだめ』と言われたので、その日は我慢して働き、その後も頚や腰に痛みが

あったが、○月頃に私病のことがあり受診できたのが平成○年○月○日になっ

た。」旨述べている。しかし、請求人は、急性上気道炎等を理由として同年○月

に２回医療機関を受診しており、本件傷病に関し、請求人が受診する機会がな

かったとは認められない。また、Ｄ院長（以下「事業主」という。）は、要旨、

「監督署からの問い合わせで、請求人が労災請求していることを聞き、初めて

本件事故について知った。」旨述べており、請求人の申述を否定している。また、

現認者とされているＥ鍼灸師は、要旨、「請求人が車をポールにぶつけたところ

は見たが、軽くぶつけた程度だと思ったので、請求人から詳しい話は聞いてい

ない。また、本件事故当日、請求人から事業主へ受診の意向を伝えた事実はな

かったと思う。」旨述べている。 

（２）また､請求人は要旨､｢平成○年○月○日から同年○月○日までの間に､本件事

故以外に、４ないし５件の業務中及び通勤中の自損事故を起こし、負傷したこ

とをそれぞれ事業場へ報告した」旨述べているものの、事業主は「請求人から

報告を受けていませんし、他の従業員からも聞いていない。」旨述べている。 

（３）Ｆ医師は、本件傷病を診断した根拠について「他覚的所見はなく、本人の主

訴により判断」、本件事故との関係について「本人の主訴のみ、医学的所見はな

く、因果関係は不明」と所見している。 
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（４）健康保険診療状況に係る診療報酬明細書によると、請求人には、平成○年○

月以降、本件事故直前の平成○年○月に至るまでＣ医院を含む複数の医療機関

に受診し、「腰部捻挫」、「腰痛症」、「腰椎椎間板ヘルニア」、「頸椎症」、「頚椎捻

挫」、「外傷性頚部腰部症候群」、「筋筋膜性腰痛症」及び「腰部打撲傷」の既往

歴が認められる。 

（５）以上のとおりであるから、請求人の主張については、本件傷病が業務上の事

故によるものであることを裏付ける事業場関係者の申述及び医学的所見はなく、

その信憑性については疑念を抱かざるを得ず、また、請求人は本件事故以前か

ら本件傷病と同一の傷病により複数の医療機関への受診が続いていた実態が認

められることから、当審査会としても、本件傷病と業務との間に相当因果関係

は認められず、本件傷病は、療養補償給付の対象にならないものであると判断

する。 

３ したがって、監督署長が請求人に対してした療養補償給付を支給しない旨の処

分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない 

 

よって主文のとおり裁決する。 


